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河内長野市新学校給食センター整備運営事業 

基本協定書（案） 

 

河内長野市新学校給食センター整備運営事業（以下「本事業」という。）に関して、発注者である河内

長野市（以下「発注者」という。）は、代表企業である●●（以下「運営企業」という。）並びに●●（以

下「設計企業」という。）、●●（以下「建設企業」という。）、●●（以下「工事監理企業」という。）及

び●●（以下「維持管理企業」という。）との間で、本事業に関する基本的な事項について合意し、次の

とおり基本協定（以下「この基本協定」という。）を締結する。 

 

前文 

 

発注者は、河内長野市小山田町379番１他に所在する土地に、河内長野市新学校給食センターを整備し、

これを運営することとした。 

発注者は、本事業に関し、民間事業者の有するノウハウを活用し、より効率的で良質な学校給食の提

供を実現するとともに、財政負担の軽減を図る観点から、整備及び運営に係る業務を一体の事業として

民間の事業者に発注することとした。 

 

発注者は、公募型プロポーザル方式により事業者の募集を実施し、運営企業、設計企業、建設企業、

工事監理企業及び維持管理企業から構成される●●グループを受注者として決定した。 

発注者と●●グループの構成員である運営企業、設計企業、建設企業、工事監理企業及び維持管理企

業それぞれの者（以下「受注者」という。）は、かかる経緯のもと、次のとおり本事業に関する基本的な

事項についてこの基本協定を締結し、本事業の適正かつ確実な実施を図るために相互に協力するととも

に本事業の円滑な遂行に努めるものとする。 

 

（目的及び解釈） 

第１条 この基本協定は、発注者及び受注者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するために必要な基

本的事項を定めることを目的とする。 

２ この基本協定本文に定義されていない用語については、別紙１の定義集に定義された意味を有する

ものとする。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第２条 発注者は、本事業が民間の企業によって実施されることを十分に理解し、その趣旨を尊重する

ものとする。 

２ 受注者は、本事業が公共性を有することを十分理解し、本事業の実施に当たっては、その趣旨を尊

重するものとする。 

 

令和６年５月 27 日修正 
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（事業日程） 

第３条 本事業の事業日程については、別紙２に示す。 

２ 設計・建設期間は、本件設計・建設業務請負契約の日から令和●年●月●日までとする。ただし、

本件設計・建設業務請負契約の規定により変更されることがある。 

３ 開業準備期間は、令和●年●月●日から令和８年 12 月 31 日までとする。ただし、本件維持管理・

運営業務委託契約の規定により変更されることがある。 

４ 維持管理・運営期間は、令和９年１月１日から令和 23年７月 31日（以下「維持管理・運営満了日」

という。）までとする。ただし、本件維持管理・運営業務委託契約の規定により変更されることがある。 

５ 本事業の事業期間は、この基本協定の締結日から維持管理・運営満了日までとする。 

６ 本条及び別紙２の事業日程については、発注者及び受注者全員の合意により変更できるものとする。

ただし、当該日程は、本件施設の引渡し後においては、発注者、運営企業及び維持管理企業の合意に

より変更することができる。 

 

（役割分担） 

第４条 本事業の実施において、受注者は、別途合意した場合を除き、それぞれ、次の各号に定めるそ

れぞれの役割及び業務実施責任を負う。 

（１）設計業務は、設計企業がこれを行う。 

（２）建設業務は、建設企業がこれを行う。 

（３）工事監理業務は、工事監理企業がこれを行う。 

（４）維持管理業務は、維持管理企業がこれを行う。 

（５）運営業務は、運営企業がこれを行うとともに、運営企業は代表企業として事業マネジメントや本

事業全体についての総合的な調整を行う。 

 

（当事者が締結すべき契約） 

第５条 発注者と設計企業、工事監理企業及び建設企業は、この基本協定締結後速やかに、募集要項等

に基づき、本件設計・建設業務請負契約を締結する。なお、本件設計・建設業務請負契約は、河内長

野市議会において議決を得られたときに本契約の効力が発生する仮契約として締結する。 

２ 発注者と運営企業及び維持管理企業は、本件設計・建設業務請負契約が本契約として効力が発生し

た後速やかに、募集要項等に基づき、本件維持管理・運営業務委託契約を締結する。 

 

（統括責任者及び設計・建設業務責任者） 

第６条 受注者は、設計・建設業務及び維持管理・運営業務についての総合的な調整を行う統括責任者

を、この基本協定の締結後速やかに運営企業から定め、その者の氏名その他発注者が指示する事項を

発注者に通知しなければならない。統括責任者を変更したときも、同様とする。 

２ 受注者は、設計・建設業務の実施にあたり、発注者との連絡窓口になる設計・建設業務責任者をこ

の基本協定の締結後速やかに定め、その者の氏名その他発注者が指示する事項を発注者に通知しなけ

ればならない。設計・建設業務責任者を変更したときも、同様とする。 

３ 発注者は、前２項に基づき配置又は変更された各責任者が、業務の遂行に著しく不適当と認める場
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合には、３０日以上の猶予期間を設けて、当該者を変更するよう受注者に求めることができる。受注

者は、発注者の要求に速やかに応じなければならない。 

 

（関係者協議会） 

第７条 発注者及び受注者は、設計・建設業務及び維持管理・運営業務に関する協議を行う関係者協議

会を設置する。関係者協議会の協議事項、構成その他の事項に関する詳細は、要求水準書にて定める

ものを除き、発注者と受注者が協議して定める。 

２ 発注者及び受注者は、関係者協議会において合意された事項を遵守する。 

３ 関係者協議会及びその下部組織（ワーキンググループ等）の設置及び開催に係る費用は、各自の負

担とする。 

 

（関係者協議会における協議が整わなかった場合） 

第８条 契約に係る事項のうち、契約で当事者間の協議に委ねている事項又は契約に定めがなく協議に

よって決定することを要する事項について、関係者協議会における協議が整わなかった場合、最終的

な決定権は発注者が持つこととする。ただし、発注者は、決定に当たり、合理的な範囲において受注

者から意見の聴取を行う。 

２ 発注者は、前項の規定による意見聴取において、合理的に必要があると認めるときは、出席者とし

て予定される者以外の者の出席を求め、その意見を聴取することができる。 

 

（事業計画書） 

第９条 受注者は、この基本協定の締結後速やかに、設計・建設業務及び維持管理・運営業務の実施体

制、実施スケジュール等を記載した計画書（以下「事業計画書」という。）を作成し、発注者に提出し

て発注者の承諾を得なければならない。 

２ 発注者は、受注者に対し、前項で提出された事業計画書について、必要に応じて説明を求めること

ができ、さらにこの基本協定及び募集要項等と矛盾する場合は変更を求めることができる。受注者は、

発注者のこれらの要求に速やかに応じなければならない。 

３ 第１項で提出され発注者の承諾を得た事業計画書は、別段の定めがある場合を除き、発注者と受注

者が合意したときに限り、その内容を変更することができる。 

４ 第２項による事業計画書の変更により受注者に発生した増加費用又は損害は受注者が負担するもの

とする。ただし、当該変更が法令変更又は不可抗力による場合、当該変更により受注者に発生した増

加費用又は損害の負担は、契約の規定に従う。 

５ 受注者は、この基本協定又は契約に別段の定めがある場合を除き、第２項又は第３項の手続きを経

た事業計画書に従って設計・建設業務及び維持管理・運営業務を遂行する。 

 

（本件施設の設計・建設業務） 

第１０条 本件施設の設計・建設業務の概要は、募集要項等に定めるとおりとする。 

２ 設計企業、建設企業及び工事監理企業は、発注者との本件設計・建設業務請負契約を締結した後、

速やかにその業務に着手し、別途合意がある場合を除き、引渡予定日までに同契約に定める本件施設
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を完成させ、発注者に引き渡す。ただし、工事の着工は、本事業に係る学校施設環境改善交付金の交

付決定後とする。 

３ 本件施設の設計・建設業務に係る契約条件の詳細は、本件設計・建設業務請負契約による。 

 

（本件施設の開業準備業務及び維持管理・運営業務） 

第１１条 本件施設の開業準備業務及び維持管理・運営業務の概要は、募集要項等に定めるとおりとす

る。 

２ 運営企業及び維持管理企業は、本件維持管理・運営業務委託契約の締結後、開業準備期間及び維持

管理・運営期間において維持管理・運営業務を実施する。 

３ 本件施設の開業準備業務、維持管理業務及び運営業務に係る契約条件の詳細は、本件維持管理・運

営業務委託契約による。 

 

（市内事業者の発注） 

第１２条 受注者は、本事業の設計・建設業務完了時、開業準備業務完了時及び維持管理・運営期間中

の毎年度末に、市内事業者が受け取った代金を証する書類（請求書等）を発注者へ提出しなければな

らない。 

２ 発注者は、前項の市内事業者が受け取った代金が、本事業の設計・建設業務完了時及び維持管理・

運営業務完了時の各時点から２か月経過後において、受注者が提案書類（様式集 様式 37-2）におい

て提案した市内事業者への発注額を下回った場合には、受注者に対し違約金を請求することができる。

受注者が発注者に支払う違約金の金額は、次の式により算出する。 

違約金 ＝ 受注者が提案書類において提案した市内事業者への発注額 － 受注者が市内事業者へ実

際に発注し市内事業者が受け取ったことを発注者が確認できた額 

 

（発注者の解除権） 

第１３条 発注者は、受注者がこの基本協定又は各契約で定める解除事由を充足する場合は、本事業の

履行期間中であってもこの基本協定及び各契約の全部又は一部を解除することができる。この場合に

おいて、本項の規定は、この基本協定及び各契約に定められる発注者の解除権を何ら制限するもので

はない。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの基本協定及び契約の全部又は一部を解除した場合は、この基本協

定又は当該契約の締結当事者である相手方に対して一切の損害賠償の責めを負わない。 

 

（談合等不正行為による解除） 

第１４条 発注者は、受注者が本事業に係る公募型プロポーザルに関して、次の各号のいずれかに該当

するときは、直ちにこの基本協定を解除して仮契約を含む契約を締結せず、又はこの基本協定及び締

結済の仮契約を含む契約を解除することができるものとする。 

（１）公正取引委員会が、受注者に本事業の公募型プロポーザルにおける違反行為があったとして私的

独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第４９条に規定する排除措置命令又は第６４条第１項に規定する競争回復措置命令を行い、当該措置
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命令が確定したとき。 

（２）公正取引委員会が、受注者に本事業の公募型プロポーザルにおける違反行為があったとして独占

禁止法第６２条第１項の規定による課徴金の納付を命じ、当該課徴金納付命令が確定したとき（確定

した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。 

（３）受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が本事業の公募型プロポーザル

に関し行った行為について刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独

占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。 

（４）第１８条第１８条第１７条第１項及び第２項に規定する事項を遵守していないと認められるとき。 

（５）第１９条第１９条第１８条に規定する個人情報取扱特記事項を遵守していないと認められるとき。 

（６）第２０条第２０条第１９条第１項及び第２項に規定する事項を遵守していないと認められるとき。 

２ 発注者が、前項第１号から第３号の規定によりこの基本協定又は契約若しくはその仮契約を締結又

は解除するか否かにかかわらず、当該各号の該当性に対し帰責性を有する受注者は、連帯して契約の

契約金額を合計した金額の１００分の２０１０を支払わなければならない。この基本協定及び契約が

終了した後も同様とする。ただし、前項第１号又は第２号のいずれかに該当する場合で、当該命令の

対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項の規定に基づき定められた不公正な取引方法（昭和５７

年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売に該当するとき、その他発注

者が特に認めるときは、この限りではない。 

３ 第１項にかかわらず本件維持管理・運営業務委託契約の締結までに、受注者において、募集要項等

に定める本事業の参加資格を欠くに至った場合、発注者は、この基本協定を解除して仮契約を含む契

約を締結せず、又はこの基本協定及び締結済の仮契約を含む契約を解除することができるものとする。 

４ 前項に定める場合において、代表企業を除く構成員が前項の参加資格を欠くに至った場合には、発

注者は契約の締結にあたり、発注者が別途指定する期間内に、募集要項等に従い、参加資格を欠いた

構成員に代わって、参加資格を有する代替企業の補完を求める場合がある。 

５ 第１項及び第３項に掲げる場合のほか、本件維持管理・運営業務委託契約の締結までに、受注者が

この基本協定に違反し、その違反によりこの基本協定の目的を達することができないと発注者が認め

たとき、又はその他受注者の責めに帰すべき事由により、この基本協定の履行が困難であると最終的

に発注者が認めたときは、前各項の規定にかかわらず、発注者は、この基本協定を解除して仮契約を

含む契約を締結せず、又はこの基本協定及び締結済の仮契約を含む契約を解除することができるもの

とする。 

６ 発注者が、第１項第４号から第６号、第３項又は第５項の規定によりこの基本協定又は契約若しく

はその仮契約を締結又は解除するか否かにかかわらず、当該各号の該当性に対し帰責性を有する受注

者は、連帯して本件設計・建設請負契約の契約金額の１００分の１０を支払わなければならない。 

７ 発注者に生じた実際の損害額が第２項又は第６項に規定する額を超える場合は、同項の規定にかか

わらず、受注者は当該賠償金全額を支払わなければならない。 

 

（準備行為） 

第１５条 各契約締結前であっても、受注者は、自己の責任と費用において、本事業に関してスケジュ

ールを遵守するために必要な準備行為を行うことができるものとする。 
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（基本協定上の権利義務の譲渡の禁止） 

第１６条 発注者及び受注者は、他の当事者の承諾なくこの基本協定上の権利義務又は基本協定上の地

位につき、自己以外の第三者への譲渡又は担保権の設定をしてはならない。 

 

（債務不履行等） 

第１７条 この基本協定の各当事者は、この基本協定上の義務を履行しないことにより他の当事者に損

害を与えた場合、その損害を賠償しなければならない。 

 

（秘密保持義務） 

第１８条 発注者及び受注者は、本事業に関して知り得た相手方当事者の情報のうち次の各号に掲げる

もの以外の情報（以下「秘密情報」という。）について守秘義務を負い、この基本協定及び契約に別段

の定めがある場合を除き、相手方当事者の事前の承諾なく、自己の役員、従業員、職員、代理人、コ

ンサルタント又は下請負人等若しくはその代理人（以下、併せて「開示対象者」という。）以外の第三

者に対し、当該情報を開示又は漏らしてはならない。 

（１）開示の時に公知である情報 

（２）開示者から開示を受ける以前に既に被開示者が自ら保有していた情報 

（３）開示者がこの基本協定に基づく秘密保持義務の対象としないことを承諾した情報 

（４）開示者から開示を受けた後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義務を課されることな

く取得した情報 

（５）開示者から開示を受けた後被開示者の責めによらないで公知となった情報 

（６）法律、規則、官庁又は裁判所により開示が命ぜられた情報 

２ 発注者及び受注者は、この基本協定及び契約の履行以外の目的で秘密情報を使用してはならない。 

３ 受注者が契約の規定に基づき委任し、又は請け負わせた第三者による前２項の違反は、受注者によ

る違反とみなす。 

４ 受注者は、第１項により、開示対象者に対し秘密情報を開示する場合には、自己の責任で自己が負

う義務と同等以上の秘密保持義務を当該開示対象者に課す。当該開示対象者が秘密保持義務に違反し

た場合には、受注者は当該開示対象者と連帯して責任を負うものとする。 

５ 前項の場合において、受注者は、秘密情報の開示を受けた開示対象者が当該秘密情報を目的外で使

用することのないよう適切な配慮をしなければならない。 

 

（個人情報取扱特記事項の遵守） 

第１９条 受注者は、この基本協定及び契約の履行に関して別紙４の個人情報取扱特記事項を遵守しな

ければならない。 

 

（河内長野市情報セキュリティポリシーの遵守） 

第２０条 受注者は、この基本協定及び契約の履行に当たり、河内長野市情報セキュリティポリシー（以

下「ポリシー」という。）を遵守しなければならない。 
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２ 受注者は、この基本協定及び契約による事務を履行するに当たり、ポリシーで規定する重要情報資

産を取り扱う際には、当該情報が個人情報に該当しない場合においても、個人情報と見なして第１９

条第１９条第１８条に規定する別紙４の個人情報取扱特記事項を遵守すること。 

３ 発注者は、受注者が第１項及び前項の規定に違反して重要情報資産の取扱いをしていると認めたと

きは、受注者の名称、事業所又は事業所の所在地及び代表者（受注者が個人の場合にあっては、受注

者の氏名及び住所）並びに当該違反事実の公表をすることができるものとする。 

 

（この基本協定の有効期間） 

第２１条 この基本協定の有効期間は、この基本協定の締結の日から本件維持管理・運営業務委託契約

の終了の日までとする。ただし、第１４条第２項、同条第６項、同条第７項、第１７条第１７条第１

６条、第１７条、第１８条及び前条に定める事項については、この基本協定終了後も効力を有するも

のとする。 

 

（解除条件） 

第２２条 この基本協定は、本件設計・建設業務請負契約について河内長野市議会における議決を得ら

れなかったときは、その効力を失う。 

２ 前項について発注者は受注者に対し何らの賠償責任を負わない。 

３ 第１項で定めるほか、契約又はその仮契約が締結に至らなかった場合、この基本協定で別段の定め

がある場合を除き、この基本協定の各当事者は相手方当事者に対して、名目のいかんを問わず費用又

は損害等の金銭の支払を請求することはできず、それまでに要した費用は各自の負担とする。ただし、

一方当事者の責めに帰すべき事由によって契約又はその仮契約の締結に至らなかった場合、相手方当

事者は当該事由のある当事者に対して、合理的な費用（再募集に要する費用を含む）その他の合理的

な損害の賠償を請求することができる。 

 

（管轄裁判所） 

第２３条 発注者及び受注者は、この基本協定に関して生じた当事者間の紛争について、大阪地方裁判

所を第一審とする専属管轄に服することに合意する。 

 

（準拠法及び解釈） 

第２４条 この基本協定は、日本国の法令に準拠するものとし、日本国の法令に従って解釈される。 

２ この基本協定、関連書類及び書面による通知は、日本語で作成される。また、この基本協定の履行

に関して当事者間で用いる言語は、日本語とする。 

３ この基本協定の変更は、書面で行うものとする。 

 

（定めのない事項） 

第２５条 この基本協定に定めのない事項については、発注者及び受注者が別途協議して定めることと

する。 
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この基本協定の証として、本書２通を作成し、発注者と受注者が記名押印の上、発注者及び受注者

を代表して●●【運営企業】が各自１通を保有し、●●【運営企業】以外の受注者はその写しを保有

する。 

 

 

 

令和●年●月●日 

 

発注者   住所 河内長野市原町一丁目１番１号 

         河内長野市 

代表者 河内長野市長  

 

受注者 

【代表企業】 

住 所 

商号又は名称 

代表氏名 

 

【構成員】 

住 所 

商号又は名称 

代表氏名 

 

【構成員】 

住 所 

商号又は名称 

代表氏名 

 

【構成員】 

住 所 

商号又は名称 

代表氏名 
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（別紙１） 

 

定義集 

 

 

この基本協定において使用する用語の定義は、次に掲げるとおりとする。 

 

（１）「本件設計・建設業務請負契約」とは、発注者と設計企業、工事監理企業及び建設企業が本件施設

の設計業務、工事監理業務及び建設業務の請負を目的として締結する、河内長野市新学校給食セ

ンター整備運営事業設計・建設業務請負契約をいう。 

（２）「本件維持管理・運営業務委託契約」とは、発注者と運営企業及び維持管理企業が本件施設の開業

準備業務、維持管理業務及び運営業務の委託を目的として締結する河内長野市新学校給食センタ

ー整備運営事業維持管理・運営業務委託契約をいう。 

（３）「契約」とは、本件設計・建設業務請負契約及び本件維持管理・運営業務委託契約を文脈に応じて、

併せて又は個別にいう。 

（４）「設計業務」とは、別紙３「対象業務の概要」及び募集要項等に定める設計業務をいう。 

（５）「工事監理業務」とは、別紙３「対象業務の概要」及び募集要項等に定める工事監理業務をいう。 

（６）「建設業務」とは、別紙３「対象業務の概要」及び募集要項等に定める建設業務をいう。 

（７）「設計・建設業務」とは、設計業務、工事監理業務及び建設業務をいう。 

（８）「開業準備業務」とは、別紙３「対象業務の概要」及び募集要項等に定める開業準備業務をいう。 

（９）「維持管理業務」とは、別紙３「対象業務の概要」及び募集要項等に定める維持管理業務をいう。 

（１０）「運営業務」とは、別紙３「対象業務の概要」及び募集要項等に定める運営業務をいう。 

（１１）「維持管理・運営業務」とは、開業準備業務、維持管理業務及び運営業務をいう。 

（１２）「募集要項」とは、河内長野市新学校給食センター整備運営事業の実施に関して発注者が作成し、

令和６年４月８日に公表した募集要項（公表後の変更を含む。）をいう。 

（１３）「募集要項等」とは、募集要項、募集要項と合わせて公表した要求水準書その他の資料（公表後

の変更を含む。）及びこれらに関する質問回答書をいう。 

（１４）「提案書類」とは、受注者が本事業に係る公募型プロポーザル手続において発注者に提出した提

案資料、発注者からの質問に対する回答書その他受注者がこの基本協定締結までに提出した一切

の書類をいう。 

（１５）「本件施設」とは、河内長野市新学校給食センターの建物本体、建築設備、調理設備、付帯施設、

植栽・外構等を含む全ての施設をいう。 

（１６）「市内事業者」とは、以下の者をいう。 

・河内長野市内に本社、本店等の主たる営業所を有する受注者 

・上記受注者以外の受注者が設計・建設業務及び維持管理・運営業務の一部を委託し又は請け負

わせた河内長野市内に本社、本店等の主たる営業所を有する者。 
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（別紙２） 

 

事業日程 

 

 

（１）本件設計・建設業務請負契約の締結（効力発生） 河内長野市議会における当該契約に係る議案

の議決の日 

（２）本件維持管理・運営業務委託契約の締結 本件設計・建設業務請負契約の締結（効力発生）後、

速やかに締結 

（３）設計・建設業務開始 本件設計・建設業務請負契約の締結日 

（４）本件施設の引渡し 令和●年●月●日 

（５）開業準備業務期間 令和●年●月●日から令和８年 12月 31日まで 

（６）維持管理・運営業務開始 令和９年１月１日 

（７）維持管理業務及び運営業務終了 令和 23年７月 31日 
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（別紙３） 

 

対象業務の概要 

 

 

設計業務 

（ア）事前調査業務 

（イ）設計業務 

（ウ）各種許認可申請等の手続業務 

（エ）中間・竣工検査及び引き渡し業務 

（オ）その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

工事監理業務 

（ア）工事監理業務 

（イ）中間・竣工検査及び引き渡し業務 

（ウ）その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

建設業務 

（ア）建設業務 

（イ）調理設備調達業務 

（ウ）調理備品調達業務 

（エ）食器・食缶等調達業務 

（オ）事務備品調達業務 

（カ）配膳室備品調達・更新業務 

（キ）歩道舗装工事業務 

（ク）近隣対応・周辺対策業務 

（ケ）中間・竣工検査及び引き渡し業務 

（コ）その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

開業準備業務 

（ア）各種設備・備品等の試運転 

（イ）什器備品台帳・調理設備台帳の作成 

（ウ）各種マニュアルの作成 

（エ）開業準備期間中の施設の維持管理 

（オ）本件施設及び運営備品の取扱いに対する習熟 

（カ）従業員等の研修 

（キ）調理リハーサル 

（ク）配送リハーサル 
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（ケ）給食提供訓練業務 

（コ）試食会の開催支援 

（サ）事業説明資料の作成 

（シ）映像紹介資料の作成 

（ス）その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

維持管理業務 

（ア）建築物保守管理業務 

（イ）建築設備保守管理業務 

（ウ）外構等保守管理業務 

（エ）調理設備保守管理業務 

（オ）事務備品保守管理業務 

（カ）清掃業務 

（キ）警備業務 

（ク）長期修繕計画作成業務  

（ケ）その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

運営業務 

（ア）食品検収補助・保管業務 

（イ）調理業務 

（ウ）配送・回収業務 

（エ）洗浄・消毒等業務 

（オ）配膳業務  

（カ）廃棄物処理業務 

（キ）運営備品保守管理業務 

（ク）配送車調達・維持管理業務  

（ケ）衛生管理業務 

（コ）食育推進促進業務  

（サ）広報支援業務 

（シ）その他これらを実施する上で必要な関連業務 

 

※業務内容は、受注者各構成員の役割分担に応じて修正する。 
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（別紙４） 

 

河内長野市個人情報等取扱いに関する特記事項 

 

 

（善良なる管理者の注意義務） 

第１ 受注者は、本基本協定及び契約契約に関連し、発注者から委託された又は取得した個人情報（個

人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第２条第１項に規定する「個人情報」をいう。）

及び死者情報（河内長野市が保有する死者情報の取扱い等に関する規則に規定する「死者情報」をい

う。以下、総称して、「個人情報等」という。）については、善良なる管理者の注意をもって取り扱わ

なければならない。 

 

（安全確保の措置） 

第２ 受注者は、個人情報等を取り扱う場合には、責任者及び取扱者の管理及び実施体制、個人情報等

の管理の状況についての検査に関する事項等の必要な事項について定めるとともに、個人情報等の漏

えい、滅失、き損の防止その他の個人情報等の適切な管理のために必要な措置を講じなければならな

い。 

 

（再委託） 

第３ 受注者は、契約の規定により、個人情報等を取り扱う業務を第三者に再委託する場合、本特記事

項に定める発注者が受注者に求めた個人情報等の適切な管理のために必要な措置と同様の措置を当該

第三者も講ずるように求め、かつ当該第三者が約定を遵守するよう書面で義務づけなければならない。

承認を得た再委託先の変更並びに再委託先が再々委託及びそれ以下の委託を行う場合についても同様

とする（以下、承認を得た再委託先、再々委託先及びそれ以下の委託先を総称して「再委託先等」と

いう。）。 

 

（個人情報等の利用及び第三者への提供） 

第４ 受注者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に発注者の承認を得た場合は、

この限りでない。 

（１）発注者が示した利用目的（特に明示がない場合は本契約の目的）の範囲を超えて個人情報等を使

用すること。 

（２）個人情報等を、第三者に提供し、又はその内容を知らせること。 

（３）特定個人情報（行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用などに関する法律（平

成２５年法律第２７号）に規定する「特定個人情報」をいう。）を取り扱う業務において、受注者（再

委託先等を含む。）の事務所、事業場等から外部に特定個人情報を持ち出すこと。 

 

（個人情報等の複製等） 

第５ 受注者は、個人情報等を複製し又は改変する場合には、あらかじめ、書面により発注者の承認を
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受けなければならない。 

 

（個人情報等の管理状況についての調査） 

第６ 発注者は、必要があると認めるときは、所属の職員に、受注者（再委託先があるときは再委託先

を含む。）の事務所、事業場等において、個人情報等の管理が適切に行われているか等について実地検

査等の調査をさせ、受注者に対し必要な指示をさせることができる。受注者は、発注者からその調査

及び指示を受けた場合には、発注者に協力するとともにその指示に従わなければならない。 

 

（事故等の発生時における報告等） 

第７ 受注者は、個人情報等の漏えい、滅失、き損等の個人情報等に関する事故が発生したときは、契

約に基づき、必要な措置を講じなければならない。 

 

（損害賠償責任） 

第８ 受注者は、受注者又は再委託先等の責めに帰すべき事由により、個人情報等の漏えい、滅失、き

損等の個人情報等に関する事故があった場合は、これにより発注者又は第三者に生じた一切の損害に

ついて、賠償しなければならない。なお、本条の規定は、本契約のその他の違反行為（再委託先等に

よる違反行為を含む。）に関する受注者の損害賠償義務を排除し、又は制限するものではない。 

 

（委託終了時における個人情報等の消去及び媒体の返却） 

第９ 受注者は、業務の完了又は契約解除等により、個人情報等が含まれる紙媒体及び電子媒体（これ

らの複製を含む。）が不要になった場合には、速やかに発注者に返却又は破砕、溶解及び焼却等の方法

により個人情報等を復元困難及び判読不可能な方法により廃棄若しくは消去しなければならず、発注

者が求める場合は、それらを実施したことを証明する書面及び資料を提出するものとする。ただし、

発注者が別段の指示をしたときは、受注者はその指示に従うものとする。 

 


